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都市計画道路補助第２１７号線（成城一、二、三丁目） 

道路事業用地取得に係る補償説明等業務委託 

プロポーザル実施説明書 

 

７世道推第１４６号 

令和７年９月８日  

 

１．業務の概要 

（１）件名 

都市計画道路補助第２１７号線（成城一、二、三丁目） 

道路事業用地取得に係る補償説明等業務委託 

（２）目的 

東京都市計画道路事業幹線街路補助線街路第２１７号線（以下「補助２１７号線」

という。）が平成２６年３月に認可され、これまで道路事業用地取得及びこれに伴う

補償に関する業務を行っているところである。 

本業務は、補助２１７号線沿道のマンション敷地（別紙１「案内図」参照）にかか

る道路用地の早期取得に向けて交渉を進めることを目的とする。 

 （３）業務内容 

   補助２１７号線の道路事業用地取得及びこれに伴う補償に関する業務のうち、土地

及び建物の関係権利者に対し、土地の評価方法、建物等の補償方針及び補償額の算定

内容等の説明、補償金に関する税制度の説明等を中心として、これに付随する業務を

総合的に行うものとする。 

   １）現地調査等 

   ２）概況ヒアリング 

   ３）関係権利者の特定 

   ４）補償説明方針の策定及び補償説明用資料の作成等 

   ５）権利者等に対する補償説明 

   ６）物件補償調査及び補償額算定 

   ７）補償額算定書の照合 

   ８）補償額算定後の補償説明 

   ９）補償説明記録簿の作成及び報告 

   10）補償説明後の措置 

   11）承諾書及び配分協議書成立書等の受託 

   12）契約及びこれに付随する事務 

13）移転履行状況等の確認 

   14）移転履行状況等確認後の措置 

   15）その他の業務 

  内容の詳細は別紙２のとおり。 

（４）履行期間 

   契約日から令和１０年３月３１日まで  

※契約は単年度ごとに行うこととし、令和８年度以降の契約は前年度の履行状況が

良好であること、予算配当を条件とする。また、業務委託の根拠となる事業の内

容・スケジュールに変更があった場合、契約を締結しないことがある。 

（５）提案限度額 

   ２５，０００，０００円（税込み） 

   ただし、令和７年度は３，５００，０００円（税込み）を限度とする。 
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２．プロポーザルに参加できる者の資格 

  次に掲げる条件を全て満たすこと。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同令第１６

７条の１１第１項において準用する場合も含む）の規程に該当しないこと。また、

同条第２項による措置を現に受けていないこと。 

（２）世田谷区の競争入札参加資格者名簿に登録されていること。 

（３）世田谷区から入札参加禁止または指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

（４）法人税、法人事業税、都道府県民税・市町村民税、消費税及び地方消費税に滞納が

ないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項に基づく更生手続き開  

始申立または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項に基づく民

事再生手続開始申立をしていないこと。 

（６）提出された書類の記載事項が虚偽でないこと。 

（７）公共用地の取得に伴う損失補償基準等に基づく公共用地取得に係る補償業務の受託

実績を有すること。なお、補償額算定業務においては「損失補償算定標準書（監修：

関東地区用地対策連絡協議会、編著：（一財）公共用地補償機構、以下「算定標準

書」という。）」及び「東京都の事業の施行に伴う損失補償基準（以下「東京都損失

補償基準」という。）」いずれの算定基準に基づく補償算定業務についても実績が

あること。 

（８）「補償コンサルタント登録規程（昭和５９年建設省告示第１３４１号）」（以下「登

録規程」という。）第２条第１項の別表に掲げる全ての登録部門において登録を受

けていること。 

（９）本業務における補償関係者と技術者、担当者間において、資本的及び人的関係がな

いこと。 

（10）プライバシーマーク又は情報セキュリティマネジメントの認証を受けていること。

（取得申請中含む。）または、自社において個人情報保護に関する規定を設けてい

ること。 

（11）本委託業務の実施において、必要に応じて以下の技術者等を配置できること。 

① 主任技術者（業務責任者） 

  社団法人日本補償コンサルタント協会が定める「補償業務管理士研修及び検定試

験実施規程」（平成３年３月２８日理事会決定、以下「実施規程」という。）第１

４条第１項に規定する補償業務管理士登録台帳に登録された補償業務管理士（第３

条に掲げる部門のうち、補償関連部門及び総合補償部門の登録がある者に限る。）

であって、（５年以上の）指導監督的実務経験を有する者。 

また、「同種業務」について、１件以上の実績を有する者（実績については、令

和２年度以降に完了した業務とする。）。 

【同種業務】 

・国、地方自治体等が発注した、「補償コンサルタント登録規程の施行及び運用につ

いて」（令和６年１２月２４日付国不用第３４号、以下「施行及び運用について」

という。）の「（別紙）各登録部門に係る補償業務の内容」中「８総合補償部門」に

掲げる「（５）公共用地交渉業務」 

② 技術者 

実施規程第３条に掲げる各登録部門（土地調査部門、土地評価部門、物件部門、

機械工作物部門、営業補償・特殊補償部門、事業損失部門、補償関連部門、総合補

償部門）において、登録を受けている者（１名又は複数名で全ての登録部門を満た

すこと。）。ただし、建築等の建築の専門知識を必要とするときは建築士の資格を有
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する者。 

③ 担当者 

 公共用地取得に関する補償業務について、（１年以上の）実務経験を有する者。 

（12）プロポーザル審査委員会の構成員が主宰、役員、顧問及び所属している団体でない

こと。構成員は以下のとおり。 

    委員長  道路・交通計画部長  堂下 明宏 

    委 員  道路・交通計画部道路事業推進課長  田波 剛 

    委 員  財務部用地課長  橋詰 貴志 

 

３．説明書の交付 

（１）交付期間 

   令和７年９月８日（月）から令和７年９月２４日（水）まで 

（２）交付場所、方法 

   世田谷区ホームページよりダウンロード 

   世田谷区のホームページのトップページ＞区政情報＞契約・入札情報＞発注情報＞

現在実施中のプロポーザル情報＞住まい・街づくり・環境 

   https://www.city.setagaya.lg.jp/01205/27758.html 

 

４．参加表明書の提出 

  本業務の業者選定に参加する場合は、別紙４「提出書類作成要領」を確認のうえ、以

下のとおり関係書類を提出すること。 

（１）提出期限 

   令和７年９月２４日（水）まで（午後５時必着） 

（２）提出書類 

   ①参加表明書【様式１】 １部 

   ②上記３を証明できる書類 １部 

   ③法人の概要 

（会社沿革、会社組織図、自己資本額、営業種目別年間総売上額等を明記）1部 

   ④事業経歴・実績 １部 

   ⑤従業員の構成（技術者数を明記） 

   ⑥業務実施体制及び分担業務の内容【様式２】１部 

   ⑦主任技術者（予定）の過去５年間の同種業務の実績【様式３】１部 

   ⑧従事者（予定）の経歴書【様式４】 １部 

（３）提出方法 

   持参または郵送 

（４）提出先 

   道路・交通計画部道路事業推進課 

   〒１５８－００９４ 世田谷区玉川１－２０－１（二子玉川分庁舎Ａ棟３階Ａ３２） 

 

５．提案書の提出者を選定する基準、選定する概数 

  本件では原則、参加資格の確認のみを行うが、参加資格要件を満たす法人の参加申込

みが４社以上となった場合は、参加表明書の記載内容及び添付書類の内容を評価して提

出案等の提出者を３社以内に選定する。主な評価内容は別紙３「評価基準」のとおり。 

なお、資格審査の結果については、令和７年９月２９日（月）に通知発送する。 

 

６．提案書等の提出 
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  別紙４「提出書類作成要領」を確認の上、以下のとおり書類を提出すること。 

（１）提出期限 

   令和７年１０月２７日（月）まで（午後５時必着） 

（２）提出書類 

   ①企画提案書 

   ②見積書 

（３）提出方法 

   電子メール（電子メールアドレスは招請通知内にてお知らせする。） 

（４）提出先 

   道路・交通計画部道路事業推進課 

（５）提出部数 

   【正本】 １部（法人名を表紙に記載。両面刷り、袋とじとする。） 

   【副本】 ７部（法人名は記載しない。また法人名が特定できる表現（氏名等）は 

          記載しないこと。両面刷り、袋とじとする。ただし、副本のうち 

          １部は、片面刷りとし、綴じずに提出すること。） 

 

７．質問の受付及び回答方法 

（１）受付期間 

   令和７年９月２９日（月）から令和７年１０月７日（火）午後５時まで 

（２）質問方法 

   質問書【様式５】を電子メールにより提出する。 

   （電子メールアドレスは招請通知内にてお知らせする。） 

   件 名：補助２１７号線補償説明業務委託に関する質問（法人名） 

（３）質問先 

   道路・交通計画部道路事業推進課 
（４）回答方法 

参加申込者全てに対し、令和７年１０月１５日（水）までに電子メールにて回答す

る。 

 

８．審査方法、評価基準 

（１）審査予定日：令和７年１１月５日（水） 

（２）評価基準 

   提案書を審査する際の評価基準は別紙３「評価基準」のとおりとする。 

（３）審査方法 

   提出された提案書等は、別に定める審査委員会を設置し、プレゼンテーションの内

容とともに要領に定める審査事項及び評価基準に基づき、審査・配点し、総合点によ

り順位を決定する。その結果、第一順位となった業者に優先交渉権を付与することと

する。 

【プレゼンテーションの内容】 

① 各社の持ち時間は３０分とする（提案説明時間約１５分、質疑応答約１５分。）。 

   ② 参加者は、説明者を含め３名までとする（本業務の担当者を含めること。）。 

   ③ プレゼンテーション対象者には開催場所、時間、方法等について、令和７年９

月２９日（月）に別途通知する。 

（４）審査結果の通知 

   令和７年１１月中旬頃に郵送により通知する。 

上記（１）、（４）の日程は変更となる場合がある。その場合は別途通知する。 
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９．プロポーザルスケジュール（予定） 

（１）手続き開始の公告  令和７年９月８日（月） 

（２）説明書交付期間   令和７年９月８日（月）から令和７年９月２４日（水）まで 

（３）参加表明書提出期限 令和７年９月２４日（水）まで（午後５時必着） 

（４）提案書等提出者決定通知 令和７年９月２９日（月）発送 

（５）質問受付期間    令和７年９月２９日（月）から令和７年１０月７日（火） 

午後５時まで 

（６）質問回答日     令和７年１０月１５日（水） 

（７）提案書等の提出期限 令和７年１０月２７日（月）まで（午後５時必着） 

（８）提案書等内容確認  令和７年１０月２８日（火）から令和７年１１月４日（火）まで 

（９）プレゼンテーション及び選定委員会予定日  令和７年１１月５日（水） 

（10）決定通知発送予定日 令和７年１１月中旬頃 

（11）契約予定時期    令和７年１２月上旬頃 

 

10．その他 

 （１）手続きにおいて使用する言語及び通貨：日本語及び日本通貨に限る 

 （２）契約保証金：免除 

 （３）契約書作成の要否：要 

（４）当該業務に直接関連する他の業務の委託契約を当該業務の委託契約の相手先と随

意契約により締結する予定の有無：無   

（５）区は、この案件に参加を表明した者及び企画提案書を提出した者の商号・各称並 

びに企画提案書を特定した理由（審査経過等）を公表することができる。 

（６）参加表明書、企画提案書の作成、提出に要する費用は、すべて提出者の負担とす 

る。 

（７）企画提案書に虚偽の記載をした場合には、提出された企画提案書を無効とすると 

ともに、審査の公平性を損なう行為を行った提案者は、失格とする。 

（８）選定されなかった場合においても、企画提案書は返却しない。なお、提出された 

   企画提案書を公開する場合には、事前に提出者の同意を得るものとする。 

（９）企画提案書提出後において、原則として企画提案書に記載された内容の変更は認 

めない。また、企画提案書に記載した予定技術者は、原則として変更できない。 

ただし、病休、退職等のやむを得ない理由により変更を行う場合には、同等以上 

の技術者であるとの区担当課の了解を得なければならない。 

 （10）別紙４「企画提案書作成要領」で求めた以外の内容を含む企画提案書については、

無効にする場合がある。 

 （11）企画提案書の内容は事業者の選定にのみ使用し、世田谷区はその提案内容に拘束

されないものとする。 

 （12）この契約による業務を第三者に再委託してはならない。ただし、当該業務の一部

についてやむを得ず第三者に委託する必要があるときは、あらかじめ再委託する

業者名、再委託の内容を通知し、協議を申し出ること。 

 

11．担当課 

   世田谷区道路・交通計画部道路事業推進課 担当：石原、飯田 

   電  話：０３－６４３２－７９４１ 

   F A X ：０３－６４３２－７９９１ 
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【別紙１】 

 

案内図 

：道路計画線 

 

：対象地 

対象地 

成城１－１９－１０(住居表示) 
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【別紙２】 

業務内容 

 

１．業務の内容 

（１）現地踏査等 

１）受託者は、本業務の対象となる区域について現地踏査を行い、区から貸与を受け

た図面等を照合し、現地の内容を把握するものとする。 

２）受託者は、現地踏査等において、現地の状況に変動が生じていた場合は、直ちに 

区担当課に報告を行うこととする。 

３）受託者は、権利者及び第三者が所有する土地、建物等に立ち入る場合は、あらか

じめ当該土地、建物等の所有者等の承諾を得なければならない。 

 

（２）概況ヒアリング等 

１）受託者は、本業務の実施に先立ち、区担当課から当該事業の計画概要、取得等の

対象となる土地等の概要、移転の対象となる建物等の概要、権利者ごとの補償内

容、実情及びその他必要となる事項について説明を受けるものとする。 

２）受託者は、補償説明の対象となる権利者等と面談し、補償説明等を行うことにつ 

いての協力依頼を行うものとする。 

 

（３）関係権利者の特定 

１）受託者は、区から貸与を受けた登記事項証明書、戸籍全部事項証明書及び住民票 

等の記載事項を精査して権利者を特定し、確認を行うものとする。 

  ２）登記事項証明書等の交付等を受ける必要があるときは、区担当課と協議し、対応 

すること。 

 

（４）補償説明方針の策定及び補償説明用資料の作成等 

  受託者は、次の各号に掲げる業務を行うものとし、その内容等について区担当課と

協議するものとする。 

１）補償説明方針の策定 

２）補償内容等の把握及び整理 

３）補償説明用資料の作成 

 

（５）権利者等に対する補償説明 

１）受託者は、次の各号により補償説明等を行うものとする。 

①受託者は、原則として 2名以上を一組として権利者と面接すること。 

②受託者は、権利者へ事前に連絡を行い、日時、場所、その他必要な事項について

権利者の了解を得ておくこと。 

③受託者は、権利者に対して、正確かつ誠実に、下記の項目の説明を行うこと。 
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・土地（残地等を含む）に対する補償に関すること 

・物件（移転工法を含む）に対する補償に関すること 

・その他通常受ける損失補償に関すること 

・資産の譲渡等に対し、譲渡所得の特別控除及び各種補償金の課税上の区分等租税

特別措置法の規定に関すること並びに所得税法等の規定に関すること 

・契約の内容及び方法に関すること 

・補償金の支払い条件及び方法に関すること 

・抵当権等の抹消に関すること 

・土地の所有権移転登記に関すること 

・土地等の引渡し又は明渡しに関すること 

・土地収用法に係る、収用手続きに関すること 

・その他区担当課が指示する事項 

・上記説明に対する質疑応答 

２）受託者は、権利者に対して上記（４）で作成した補償説明用資料を基に、当該事

業内容、上記（５）の１）③の説明項目とその内容、さらに補償積算を目的とする  

物件調査等について説明し、理解が得られるよう十分な補償説明を行うものとする。 

３）権利者から物件調査等の理解が得られた場合は、物件調査等の日時の調整を行う 

こととする。また、借家人に対しての面接、物件調査等については、所有者の了 

解を得てから行うものとする。 

４）物件調査等の日程を決定した場合は、区担当課へ報告すること。 

 

（６）物件補償調査及び補償額算定 

  受託者は、「世田谷区の事業の施行に伴う損失補償基準」等に基づき、権利者ごとに

物件補償調査及び補償額算定作業を行うものとする。 

  受託者は、過年度に作成した補償調査算定調書について、最新年度の単価が発表さ

れた場合は、補償額を再算定し、補償調査算定調書を再作成すること。 

 

（７）補償額算定書の照合 

  上記（６）で作成した補償額算定書及び算定資料について、「世田谷区の事業の施行

に伴う損失補償基準」等に適合し、完全に調製されているか照合を行うものとする。 

 

（８）補償額算定後の補償説明 

  受託者は、権利者ごとに、区から補償額の提示書等の貸与を受け、上記（５）の１）

により補償説明を行うものとする。 

 

（９）補償説明記録簿の作成及び報告 

１）受託者は、権利者等との連絡調整及び補償説明を行ったときは、その内容を記録

しておかなければならない。 
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２）受託者は、定期的に補償説明の詳細な内容を区担当課に報告しなければならない。 

 

（10）補償説明後の措置 

１）受託者は、当該権利者に係る補償内容等の全てについて権利者の理解が得られた 

と判断したときは、速やかに、区担当課にその旨を報告するものとする。 

２）受託者は、権利者が補償説明に応じない若しくは当該事業計画、補償内容、その

他の理由により理解を得ることが困難であると判断したときは、区担当課に詳細

な内容を報告し、その措置について担当課と協議するものとする。 

 

（11）承諾書及び配分協議成立書等の受諾 

１）受託者は、上記（10）の１）の場合は、必要に応じて承諾書、配分協議成立書等

を作成する。 

２）受託者は、権利者から必要書類に署名押印を受けること。 

３）受託者は、上記の書類を受領し、区担当課へ提出すること。 

 

（12）契約及びこれに付随する事務 

１）権利者と区との間での契約にあたり、取得する土地または物件に、抵当権または

根抵当権が設定されている場合には、権利者との契約締結までに、設定されてい

る抵当権者または根抵当権者に対して抹消協議の依頼を行い、承諾書及び必要な

書類等を受領すること。 

２）権利者の要望に応じて、移転先等の情報収集を行うものとする。 

３）嘱託登記に必要な書類を作成し、権利者から署名押印を受けること。 

４）契約に関する必要書類に権利者から署名押印を受けること。 

 

（13）移転履行状況等の確認 

  受託者は、権利者と区との間で契約が締結された場合は、区担当課の指示に基づき、

権利者と区との間で締結された契約書（以下「補償等契約書」という。）に定める期限

までに、義務が履行されるよう権利者に対し移転履行状況等の確認を行うものとする。 

 

（14）移転履行状況等の確認後の措置 

１）受託者は、上記（14）の移転履行状況等の確認を行ったときは、速やかに、その 

状況を区担当課に報告するものとする。また、権利者より工事完了届を受領し、 

区担当課に提出するものとする。 

２）受託者は、権利者が補償等契約書に定める期限までに義務を履行することが困難 

であると判断したときは、区担当課に対し権利者の移転履行状況の詳細な内容を 

報告するとともに移転履行に向けた今後の対応を報告し、対応を区担当課と協議 

すること。 
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（15）その他の業務 

１）受託者は、業務完了後、完了届を提出すること。 

２）受託者は、補償説明を行うために必要なその他関係資料の作成、関係機関との連 

絡、調整、その他高度な専門的知識、経験に基づき処理する必要がある業務を行 

うものとする。 

 

２．対象地の状況、権利者数等 

 対象地は、補助２１７号線沿道のマンション敷地である。道路事業用地内には、ブロ

ック塀、植栽等があり、用地取得にあたり施設の移転を伴う。そのため、令和７年５月

開催の当該マンション総会に区も出席し、道路事業の説明と物件移転に伴う補償調査の

実施予定の報告を実施したところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜詳細図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ：補助 217 号線計画線 

 ：対象地 

 ：道路事業用地 

 

＜各土地の面積、権利者数等（権利者数については概数）＞ 

土地（筆） １筆 

対象地面積 約 480 ㎡ 

道路事業用地面積 約 8㎡ 

建物 鉄筋コンクリート造陸屋根 5階建 

権利者数 約 17 名 

成城 1-19-10 

（住居表示） 
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【別紙３】 

評価基準 

 

 審査の項目 評価基準 

参加資格 
原則、提出された参加表明書等により参加資格要件を満たすこ

とを確認する。 

企業実績 

（業務実績） 

【参加申込みが４社以上の場合】 

・法人として同種業務の実務実績が十分であるか 

・業務実施体制が十分であるか 

・主任技術者（予定）の同種業務の実務実績が十分であるか 

・技術者（予定）が本業務で活用できると思われる資格を有し

ているか、同種業務の実務実績が十分であるか 

【同種業務】 

・国、地方自治体等が発注した、施行及び運用についての「（別

紙）各登録部門に係る補償業務の内容」中「８総合補償部門」

に掲げる「（５）公共用地交渉業務」 

企業体制 

会社としてのバックアップ体制がとれているか 

・技術者が欠けた場合などに、人員的な補充ができるか 

・補償業務管理部門以外に、建築、不動産鑑定、税、法令等関

連専門技術者がいるか 

個人情報保護の方針、体制は適切か 

・個人情報保護に関する社内規定が定められており、従業員教

育が徹底されているなど、個人情報の管理体制が確立されて

いるか 

業務方針 

提案された内容から、意欲、実現性の高さ、適切さなどが見ら

れるか 

・権利者それぞれの生活再建を考慮し、実現性の高い提案型の

事業方針となっているか 

・委託対象地の公共用地取得の必要性や経緯を理解しているか 

・公共用地取得への姿勢（困難状況を克服し粘り強い交渉を行

うことが可能か等）を含む業務目標が設定され、受託後、円

滑に事業推進を図ることができ、委託成果が期待できるか 

特定テーマに 

対する提案 

本業務の特性、目的を適切に把握した提案となっているか 

・本業務の特性、目的を適切に把握した提案となっているか 

・成果を達成するために妥当なスケジュールとなっているか 

専門技術力 
関連業務等、公共用地取得能力に優れているか 

・主任技術者、技術者の用地取得の経験、実績は十分か 

見積り金額の 

妥当性 

見積り金額は妥当か 

・業務内容に対しての事業費算定は妥当であるか 

取り組み体制 

取り組み体制が明確かつ適切か 

・チーム編成や従事者数などが十分であり、補償説明等への体

制が整っているか 

・権利者等からの苦情に対する処理など接遇に問題はないか 

※提案内容との整合性の確認（参考見積の内容が、提案内容に対して不適切と判断できる

場合は特定しない） 
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【別紙４】 

提出書類作成要領 

 

１．参加表明書及び添付書類作成の留意事項 

No. 提出書類 作成要領等 

１ 参加表明書 

【様式１】 

・「１ 提出書類」の「（４）従業員の構成」には技術者数を明記す

ること (例：補償業務管理士（部門数を明記）、土地家屋調査士、

不動産鑑定士、一級建築士、税理士等)。 

・「２ 連絡担当者」は提出書類に関する問い合わせ、連絡窓口と

なる者を記載すること。 

２ 業務実施体制お

よび分担業務内

容 

【様式２】 

・配置予定の主任技術者、技術者、担当者を記載する。 

・主任技術者は１名とする。 

・企画提案書の提出者以外の法人に属するものを担当者とする場合

には、法人名等も記載すること。 

・他の補償コンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場合ま

たは学識経験者等の技術協力を受けて業務を実施する場合には、

再委託先または協力先および再委託等の理由（法人技術的特徴

等）を記載するものとする。ただし、業務の主たる部分を再委託

してはならない。 

３ 主任技術者（予

定）の過去５年

間の同種業務実

績 

【様式３】 

・主任技術者（予定）が過去５年間に従事した、当該事業と同種業

務の受託実績を記載する。記載する実績は平成３０年度以降に完

了した業務とし、自己評価の高い業務から順に３件以内を記載す

る。 

・指導監督的実務経験については、「当該技術者の業務担当内容」

欄に記載する。 

・企画提案書の提出者以外の法人から受託した業務実績を記載する

場合は、当該法人名等を記載すること。 

・図面、写真等を引用する場合も含め、１枚以内に記載すること。 

３ 従事者（予定）

の経歴書 

【様式４】 

・配置予定の主任技術者、技術者および担当者について記載する。 

過去５年間の同種業務履歴には、国または地方公共団体等が発注

した施行及び運用についての「８総合補償部門」に定める「（５）

公共用地交渉業務」に関する業務履歴を記載し、区分所有建物の

用地取得に関する補償説明等業務履歴については区分所有建物

用地取得業務履歴欄に記載すること。 

・同種業務履歴と区分所有建物用地取得業務履歴が重複する場合は

両方の欄に記載すること。 

・手持ち業務は令和７年４月１日現在、世田谷区以外の発注者（国

内外を問わず）のものも含めすべてを記載する。 

※手持ち業務とは主任技術者、技術者および担当者となっている

500 万円以上の他の業務をいう。 

・プロポーザル方式による本業務以外の業務で配置予定従事者とし

て特定された未契約業務がある場合は、手持ち業務の記載対象と

する。この場合には業務名の後に「特定済」と明記するものとす

る。 

・配置従事者１名につき１枚作成する。 
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４ その他 ・様式の指定のないものについては、必要事項が記載されている 

ものであれば、パンフレット等でも可とする。 

 

 

２．提案書等作成の留意事項 

No. 提出書類 作成要領等 

１ 企画提案書 

【様式なし】 

【記載事項】 

①提案概要 

・提案の要点、重要な箇所について具体的に記載すること。 

②本業務の実施方針 

・業務の実施方針、考え方を具体的に記載すること。 

③実施体制について 

・本業務に対する実施体制及び従事者（資格、役職等）についてで

きるだけ具体的に記載すること。 

④業務スケジュールは、具体的に記載すること。 

⑤公共用地取得への姿勢（困難状況を克服し粘り強い交渉を行うこ

とが可能か等）を含む業務目標を具体的に記載すること。 

⑥その他 

・業務に関する提案や留意点などについて具体的に記載すること。 

・書式はＡ４版またはＡ３版、横書きとする。 

・文字の大きさは１０．５ポイント以上とする。 

・提出部数 

 正本１部（法人名を表紙に記載。両面刷り、袋とじとする。） 

 副本７部 

（法人名は記載しない。また法人名が特定できる表現（法人名（略

称含む）、ロゴマーク、氏名等）は記載しないこと。両面刷り、

袋とじとする。ただし、副本のうち１部は、片面刷りとし、閉

じずに提出すること。） 

・単年度ごとに見やすいものを作成すること。 

・記載事項ごとの様式は指定しないが、白黒コピーを想定した作 

りとすること。 

・表紙には以下の項目を記載すること。 

 宛名：世田谷区道路・交通計画部道路事業推進課 あて 

 件名：都市計画道路補助第２１７号線（成城一、二、三丁目）道

路事業用地取得に係る補償説明等業務委託提案書 

 提出年月日：提出年月日を記載すること 

２ 見積書 

（積算内訳書を

含む） 

【様式なし】 

・書式はＡ４版またはＡ３版、横書きとする。 

・見積書は有印とし、全体および単年度ごとに見やすいものとする。 

・積算内訳書が分かるものとする。 

・金額は円単位とし、消費税は１０％で計上する。 

・表紙には以下の項目を記載すること。 

 宛名：世田谷区道路・交通計画部道路事業推進課 あて 

 件名：都市計画道路補助第２１７号線（成城一、二、三丁目）道

路事業用地取得に係る補償説明等業務委託提案書 

提出年月日：提出年月日を記載すること 
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【様式１】 

 

参 加 表 明 書 

 

令和  年  月  日 

 

世田谷区道路・交通計画部 

道路事業推進課長 あて 

 

所 在 地 

会 社 名                 印 

代 表 者 

 

 

「都市計画道路補助第２１７号線（成城一、二、三丁目）道路事業用地取得に係る補償

説明等業務委託」のプロポーザルに参加したいので、参加資格を満たすことを誓約し、関

係資料を提出します。 

 

 

１ 提出書類 

  ①参加条件が確認できる証明書等の写し 

②法人の概要 

（会社沿革、会社組織図、自己資本額、営業種目別年間総売上額等を明記） 

③事業経歴・実績 

  ④従業員の構成（技術者数を明記） 

  ⑤業務実施体制及び分担業務の内容【様式２】 

  ⑥主任技術者（予定）の過去５年間の同種業務の実績【様式３】 

  ⑦従事者（予定）の経歴書【様式４】 

  

２ 連絡担当者 

  所属： 

  氏名： 

  電話：              

ＦＡＸ： 

  電子メール：  
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【様式２】 
 

業務実施体制及び分担業務の内容 
 
 氏   名 所属・役職 担当する分担業務の内容 

主任技術者 

   

技術者 

   

担当者 

   

注１ 氏名にはふりがなを記載すること。 
注２ 所属、役職については、企画提案書の提出者以外の法人等に所属する場合は、法人

名等も記載すること。 

分担業務の内容 再委託先または協力先およびその理由（法人の技術的特徴等） 

  

  

  

※他の補償コンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場合または、学識経験者等の
技術協力を受けて業務を実施する場合は、再委託先または、協力先、その理由（法人の
技術的特徴等）を記載すること。ただし、業務の主たる部分を再委託してはならない。 
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【様式３】 
 

主任技術者（予定）の過去 5年間の同種業務の実績 
 

業 務 名  

契 約 金 額  

履 行 期 間  

発
注
機
関 

名 称  

住 所  

電 話  

業務の概要  

業務の 
技術的特徴 

 

当該技術者の 
業務担当内容 

 

注 業務の概要および技術的特徴については、具体的に記述すること。 
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【様式４】 
 

従事者（予定）の経歴等 
 

氏 名  生年月日  

所属・役職  

保 
 
有 
 
資 
 
格 

資格 

名称 
 

補償業務

管理士 
部門：          登録番号：      取得年月日： 

一級建

築士 
登録番号：        取得年月日： 

 登録番号：        取得年月日： 

 登録番号：        取得年月日： 

過去 5 年間の同種業務履歴（令和 年 月 日現在） 契約金額 500 万円以上 

業務名 業務概要 発注機関 履行期間 

    

    

    

    

    

 

 

※裏面に続く 
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区分所有建物用地取得業務履歴（令和 年 月 日現在） 契約金額 500 万円以上 

業務名 
物件の規模 

（戸数、地権者数） 
発注機関 履行期間 

    

    

    

手持ち業務の状況（令和 年 月 日現在） 契約金額 500 万円以上 

業務名 発注機関 履行期間 契約金額 

    

従事技術分野の経歴（直近の順に記入） 

(1)                             年 月～ 年 月

（  年  月） 

(2)                             年 月～ 年 月

（  年  月） 

(3)                             年 月～ 年 月

（  年  月）                                           

 累計   （  年  月） 

その他の経歴（業務表彰、その他） 
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【様式５】 

 

質 問 書 

                             

 令和  年  月  日 

 

 

質問者 

会社名  

部 署  

担当者  

電 話  

ＦＡＸ  

E-mail  

 

以下の項目について質問します。 

質問項目 質問内容 

  

  

  

  

  

※質問書は、令和７年１０月７日（火）１７時までに、電子メールにより提出してくださ

い。 

 


